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1カーボンニュートラル社会を見据えた顧客価値創造・拡大

 当社は、CO2削減目標として、2030カーボンハーフ、2050カーボンニュートラルを宣言。

 価値創造の戦略「カーボンニュートラルに関する事業方針」を公表、事業構造の変革を
通じて社会とともに持続可能な成⾧を実現していく。

カーボンニュートラル戦略(2022年4月)
 東京電力は、Vision達成に向けた価値創造を実現するための戦略として、カーボン
ニュートラルに関する事業方針を策定

 東京電力は、2019年、日本のエネルギー企業として初めてTCFD提言に賛同して以
降、再生可能エネルギー発電事業会社を分社化するなど先行的な取り組みを推進。
今後も、安定供給とカーボンニュートラルの両立に向けて事業構造を変革し、社会
とともに持続可能な成⾧の実現を目指す

カーボンニュートラル宣言(2021年7月)

2030年度目標

販売電力由来のCO2排出量を

2013年度比で50%削減

2050年目標

エネルギー供給由来の

CO2排出実質ゼロ



2カーボンニュートラル化に伴うエネルギー需給構造変化

大規模電源・大量送電と地産地消型電源の併存

電力のゼロエミッション化

化石燃料 再生可能
エネルギー

水素化電化化石燃料

エネルギー需要の電化

お客さま

需給構造の変化

火力

水力

原子力

水素・アンモニア燃料

H2

 カーボンニュートラル化の実現に向けては、ゼロエミッション電源の拡大、エネルギー需要の電
化が進み、大規模電源・大量送電と地産地消型電源が併存することを想定。

 エネルギー貯蔵技術の活用やお客さま設備を活用したリソースアグリゲーションなど、これまで
の電気の販売からお客さまに密着した設備サービスにビジネスモデルをシフトすることが必要。



3カーボンニュートラル社会に向けた技術開発

 ビジネスモデルのシフトにあたり、電気を「つくる」、「ためる」に加え、柔軟に賢く「つかう」ための
新たなサービスを生み出す技術開発に注力していく。

分散型電源

・ 市場ニーズに応じたVPP・V2G技術の
確立

・ 慣性力の評価・対策技術の確立

・ マルチユース型蓄電池システムの開発

・ 蓄電池システムの安全性・性能評価

手法の確立

・ エネルギーマネジメントシステムの開発

・ 発電・需要予測の精度向上・ 多用途多端子直流送電システムの実用化

・ 浮体式洋上風力の低コスト化

洋上風力

供 給 需 要系 統

・ 再生可能エネルギー由来の水素製造の

大型化・低コスト化

・ アンモニア合成技術の高度化 (JERA)

再エネ電源

水素製造

電化＋付加価値
・省エネルギー対策

・ UXサービスを見据えた機器開発
(多機能PCS、スマート分電盤等)

地産地消型電源

自立・分散型

蓄電調整力水素・アンモニア



4

法人 自治体・大学等 住宅・家庭

包括連携の取組み ～次世代のまちづくりからカーボンニュートラル社会の実現へ～

可搬型電源
充電設備

蓄電池

充電設備

蓄電池

太陽光発電

宅内IoT等

太陽光発電
太陽光発電

蓄電池

再エネ導入

環境価値
需給調整力

電力
市場

蓄電池

太陽光発電

急速充電器
運輸・交通

電気バス

大規模太陽光
水素 等

分散協調制御
エネルギーマネジメント＊

 包括連携協定の枠組みを活用した、再生可能エネルギー電源の最大限の活用、省エネ
や創エネを可能とする分散協調制御エネルギーマネジメントシステム等の先端技術開発を
通じて、大学はもとより企業・住宅、運輸などのカーボンニュートラルも推進し、「次世代の
まちづくり」を目指す。

 包括連携の成果については、早稲田大学および当社のネットワークを活用し、他大学や
他地域への適用の拡大を図る。

ヒートポンプ

EV
IoTZEB

水素

レジリエンスの強化
電力品質の向上

＊自立分散システムの情報を
最小限共有しながら全体を
最適化する



5早稲田大学とのカーボンニュートラル社会の早期実現へ

 早稲田大学の総合知と当社の総合的な知見と技術を融合し、新たな社会価値を共創。

 産学連携による研究・教育と人材交流を通じ、カーボンニュートラルの早期実現を目指す。

強みの
融合

カーボンニュートラル社会の早期実現

早
稲
田
大
学

アカデミア
の総合知

【連携・協力事項】
カーボンニュートラルに向けたエネルギー利用の高度化｜共同研究開発｜研究・教育とそれにかかる人材交流と育成など

新たな社会価値の共創

エネルギー事業
の総合的な知見

と技術

先端技術

東
京
電
力

当
社
が
積
み
上
げ
て
き
た
資
本 変革リーダー(人材)



6（参考）カーボンニュートラルに向けた当社の取り組み一覧

2030 2050

民 生
(業務・家庭)

社 会 産 業

運 輸

系 統

配 電

送 電

供 給

再エネ

原子力

火 力

電化の促進

CO2ゼロメニュー充実

蓄電池ビジネス事業化・サービス提供

産業プロセスの電化

水素供給 P2G(電気→水素)実証

EV・充電ネットワーク普及拡大
自社業務車両の電動化

モビリティ分野「CN」サービス開発・提供

分散化 分散型エネルギーリソースの活用・価値向上

マイクログリッド・配電事業の技術開発・構築・運用

系統利用の最適化 再給電方式の導入、市場主導型の混雑管理への転換、市場による送電・配電系統の協調

広域化 マスタープラン推進、費用対便益の高い地域間連系設備の増強

日
本
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
へ
貢
献

国内洋上風力の開発・導入

着床式洋上風力導入

既存水力の稼働率向上・中小水力のリパワリング

蓄電・調整力活用拡大

揚水発電設備の活用拡大

浮体式洋上風力の開発・導入

海外の再エネ事業拡大

原子力発電の活用

「JERAゼロエミッション2050」の支援

エネルギー需要の電化促進により、日本の削減目標へ貢献

2050年にエネルギー供給由来のCO2排出実質ゼロに挑戦

2021~2030年度

【家庭】需要開拓電力量
97億kWh以上

【家庭】電化メニュー契約件数
82万件以上増

2050年度

【法人】
CO2ゼロメニュー

100%

2030年度

【法人】
CO2ゼロメニュー

100億kWh再エネ由来水素の供給
2025年度

急速充電器15,000口

2030年度

自社業務車両
100%電動化

2030年度

100万会員

2030年度

【再エネ】
600~700万kW

程度の新規開発

2050年
ゼロエミッション

アライアンスを前提にカーボンニュートラル関連の
投資額を抜本的に見直し

蓄電池と組み合わせた調整力のCN

2030年度
【太陽光・蓄電池】

アライアンスを前提に
全国規模を追求

※ CN技術の進展と経済合理性、国のエネルギー・温暖化政策等との

整合性を踏まえ、適宜見直しを実施。

ゼロエミッション電気推進船の実現

2030年度にScope1･2･3の販売電力由来CO2排出量▲50%(2013年度比)
(非化石由来電源44%)


